
規 則

�愛媛県規則第９号
愛媛県水道条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県水道条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県水道条例施行規則（昭和３８年愛媛県規則第４１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定期及び臨時の水質検査）

第８条 条例第８条第１項の規定により行う定期の水質検査は、隔

月ごとに行うものとし、当該水道により供給される水が水質基準

に適合するかどうかを判断することができる場所から採取した水

について、省令の表１の項、２の項、１０の項、３３の項、３７の項か

ら３９の項まで及び４５の項から５０の項までの上欄に掲げる事項、消

毒の残留効果並びに知事が特に必要と認める事項に関する検査と

する。

２・３ 省略

（定期及び臨時の水質検査）

第８条 条例第８条第１項の規定により行う定期の水質検査は、隔

月ごとに行うものとし、当該水道により供給される水が水質基準

に適合するかどうかを判断することができる場所から採取した水

について、省令の表１の項、２の項、１０の項、３４の項、３８の項か

ら４０の項まで及び４６の項から５１の項までの上欄に掲げる事項、消

毒の残留効果並びに知事が特に必要と認める事項に関する検査と

する。

２・３ 省略

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
規 則

○ 愛媛県水道条例施行規則の一部を改正する規則………………………２４２

○ 愛媛県県営住宅管理条例施行規則の一部を改正する規則……………２４３

告 示

○ 全国自治宝くじ事務協議会規約の一部変更……………………………２４３

○ 西日本宝くじ事務協議会規約の一部変更………………………………２４３

○ 愛媛県視聴覚福祉センターの点字印刷物売払代金収納事務の委託…２４３

○ 指定居宅サービス事業者の指定…………………………………………２４３

○ 指定介護予防サービス事業者の指定……………………………………２４３

○ 指定居宅サービス事業を行う事業所の所在地の変更…………………２４４

○ 指定居宅サービス事業を行う事業所の名称及び所在地の変更………２４４

○ 指定居宅介護支援事業を行う事業所の所在地の変更…………………２４４

○ 指定介護予防サービス事業を行う事業所の所在地の変更……………２４４

○ 指定介護予防サービス事業を行う事業所の名称及び所在地の変更…２４５

○ 指定居宅サービス事業を行う事業の廃止………………………………２４５

○ 指定居宅介護支援事業の廃止……………………………………………２４５

○ 指定介護予防サービス事業の廃止………………………………………２４６

○ 大規模小売店舗の変更の届出の概要等…………………………………２４６

○ 飼料の試験結果の概要……………………………………………………２４６

○ 保安林の指定の解除………………………………………………………２４７

○ 保安林の指定施業要件の変更予定………………………………………２４７

○ 廃川敷地等の発生…………………………………………………………２４８

○ 都市計画事業の事業計画の変更認可（２件）…………………………２４８

○ 都市計画区域のうち用途地域の指定のない区域内の建築物の容積

率等の指定の一部改正……………………………………………………２４８

○ 土地改良事業の工事完了の届出…………………………………………２４９

○ 建設業者の許可の取消し…………………………………………………２４９

○ 道路の区域変更（一般国道３１９号）……………………………………２４９

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………２５０

○ 道路の区域変更（一般国道３１９号）……………………………………２５０

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………２５０

○ 道路の区域変更（県道大三島環状線）…………………………………２５０

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………２５１

○ 道路の区域決定（県道松山川内自転車道線）…………………………２５１

○ 道路の区域変更（県道宇和島城辺線）…………………………………２５１

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………２５１

○ 道路の区域変更（県道西谷吉田線）……………………………………２５２

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………２５２

公安委員会規則

○ 愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則……………………………２５２

選挙管理委員会告示

○ 直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数……………………２５３

毎週（火・金）曜日発行 第２０４９号 平成２１年３月２３日

平成２１年３月２３日月曜日 第２０４９号

愛 媛 県 報

２４２



告 示

��������������

��������������

�愛媛県告示第３６４号
全国自治宝くじ事務協議会に岡山市を加え、全国自治宝くじ事務

協議会規約の一部を次のように変更した。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第３条第２号中「浜松市」の下に「、岡山市」を加える。

附 則

この規約は、平成２１年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県告示第３６５号
西日本宝くじ事務協議会に岡山市を加え、西日本宝くじ事務協議

会規約の一部を次のように変更した。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第３条中「及び広島市」を「、広島市及び岡山市」に改める。

第６条中「２０人」を「２１人」に改める。

第１７条第２項中「及び広島県」を「、広島県及び岡山県」に改め、

「広島市に」の下に「、岡山県にあつては岡山県知事及び岡山市長

の協議により定めた割合をもつて岡山県及び岡山市に」を加える。

附 則

この規約は、平成２１年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県告示第３６６号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項の規定

により、愛媛県視聴覚福祉センターの点字印刷物売払代金の収納事

務を次のとおり委託した。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 受託者の名称及び主たる事務所の所在地

社会福祉法人愛媛県社会福祉事業団

松山市道後町二丁目１２番１１号

２ 委託期間

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで

�愛媛県規則第１０号
愛媛県県営住宅管理条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県営住宅管理条例施行規則の一部を改正する規則

愛媛県県営住宅管理条例施行規則（昭和３５年愛媛県規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（家賃の猶予又は減免）

第９条 条例第１０条の規定により家賃の徴収猶予又は減免を受けよ

うとする者は、その事由及びこれを証明する書類を知事に提出し

なければならない。ただし、知事がやむを得ないと認めるとき

は、この限りでない。

（家賃の猶予又は減免）

第９条 条例第１０条の規定により家賃の徴収猶予又は減免を受けよ

うとする者は、その事由及びこれを証明する書類を知事に提出し

なければならない。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第３６７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３６８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８６３５９１１８０ 株式会社花みかん 広島県広島市中区昭和町
８番１５－７０１号 訪問看護 訪問看護ステーション花

みかん
愛媛県伊予郡松前町昌農
内６１３番地４ 平成２１年２月１日

３８７０３０１１９３ 株式会社丸三 愛媛県宇和島市坂下津甲
４０７番地 通所介護 通所介護丸三 愛媛県宇和島市中央町二

丁目３番２２号 平成２１年２月１日

愛 媛 県 報平成２１年３月２３日 第２０４９号

２４３
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�愛媛県告示第３６９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３７０号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所の名称及

び所在地を変更した旨の届出があった。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３７１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３７２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５の規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス

事業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８６３５９１１８０ 株式会社花みかん 広島県広島市中区昭和町
８番１５－７０１号 介護予防訪問看護 訪問看護ステーション花

みかん
愛媛県伊予郡松前町昌農
内６１３番地４ 平成２１年２月１日

３８７０３０１１９３ 株式会社丸三 愛媛県宇和島市坂下津甲
４０７番地 介護予防通所介護 通所介護丸三 愛媛県宇和島市中央町二

丁目３番２２号 平成２１年２月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０３００５３４ 株式会社丸三 愛媛県宇和島市坂下津甲
４０７

特定福祉
用具販売 株式会社丸三 愛媛県宇和島市坂下

津甲４０７
愛媛県宇和島市中央
町二丁目３－２２

平成２１年
２月１日

３８７０３００５３４ 株式会社丸三 愛媛県宇和島市坂下津甲
４０７

福祉用具
貸与 株式会社丸三 愛媛県宇和島市坂下

津甲４０７
愛媛県宇和島市中央
町二丁目３－２２

平成２１年
２月１日

３８７０２００９３２ 有限会社舞花 愛媛県今治市郷本町一丁
目２番３６号 訪問介護 有限会社舞花 愛媛県今治市河南町

一丁目５番２７号
愛媛県今治市蒼社町
二丁目２番４３号

平成２１年
２月１１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開設者の主たる
事務所の所在地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日

変 更 前 変 更 後

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

３８７０５００８２８ 社会福祉法人はぴね
す福祉会

愛媛県新居浜市若水
町一丁目９番１３号 通所介護 デイサービスセン

ター若水館
愛媛県新居浜市若
水町一丁目９番１３
号

シニアセンターｖ
ｉｖｉｄ

愛媛県新居浜市徳
常町５番８号

平成２１年
２月１日

３８７０１００８３５ 株式会社曽我商会 愛媛県松山市余戸南
一丁目２０番２８号

福祉用具
貸与 有限会社曽我商会 愛媛県松山市天山

三丁目１４番２７号 株式会社曽我商会 愛媛県松山市余戸
南一丁目２０番２８号

平成２１年
２月３日

３８７０１００８３５ 株式会社曽我商会 愛媛県松山市余戸南
一丁目２０番２８号

特定福祉
用具販売 有限会社曽我商会 愛媛県松山市天山

三丁目１４番２７号 株式会社曽我商会 愛媛県松山市余戸
南一丁目２０番２８号

平成２１年
２月３日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０２００９３２ 有限会社舞花 愛媛県今治市郷本町一丁
目２番３６号

居宅介護
支援 有限会社舞花 愛媛県今治市河南町

一丁目５番２７号
愛媛県今治市蒼社町
二丁目２番４３号

平成２１年
２月１１日

愛 媛 県 報平成２１年３月２３日 第２０４９号

２４４
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�愛媛県告示第３７３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５の規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス

事業所の名称及び所在地を変更した旨の届出があった。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３７４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業を廃止した

旨の届出があった。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３７５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事業を廃止した

旨の届出があった。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０３００５３４ 株式会社丸三 愛媛県宇和島市坂下津甲
４０７

介護予防
福祉用具
貸与

株式会社丸三 愛媛県宇和島市坂下
津甲４０７

愛媛県宇和島市中央
町二丁目３－２２

平成２１年
２月１日

３８７０３００５３４ 株式会社丸三 愛媛県宇和島市坂下津甲
４０７

特定介護
予防福祉
用具販売

株式会社丸三 愛媛県宇和島市坂下
津甲４０７

愛媛県宇和島市中央
町二丁目３－２２

平成２１年
２月１日

３８７０２００９３２ 有限会社舞花 愛媛県今治市郷本町一丁
目２番３６号

介護予防
訪問介護 有限会社舞花 愛媛県今治市河南町

一丁目５番２７号
愛媛県今治市蒼社町
二丁目２番４３号

平成２１年
２月１１日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開設者の主たる
事務所の所在地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日

変 更 前 変 更 後

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

３８７０１００８３５ 株式会社曽我商会 愛媛県松山市余戸南
一丁目２０番２８号

介護予防
福祉用具
貸与

有限会社曽我商会 愛媛県松山市天山
三丁目１４番２７号 株式会社曽我商会 愛媛県松山市余戸

南一丁目２０番２８号
平成２１年
２月３日

３８７０１００８３５ 株式会社曽我商会 愛媛県松山市余戸南
一丁目２０番２８号

特定介護
予防福祉
用具販売

有限会社曽我商会 愛媛県松山市天山
三丁目１４番２７号 株式会社曽我商会 愛媛県松山市余戸

南一丁目２０番２８号
平成２１年
２月３日

３８７０５００８２８ 社会福祉法人はぴね
す福祉会

愛媛県新居浜市若水
町一丁目９番１３号

介護予防
通所介護

デイサービスセン
ター若水館

愛媛県新居浜市若
水町一丁目９番１３
号

シニアセンターｖ
ｉｖｉｄ

愛媛県新居浜市徳
常町５番８号

平成２１年
２月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７３５００５７７ 社会福祉法人広寿会 愛媛県伊予郡砥部町総津
４０５番地 訪問介護 ヘルパーステーションひ

ろた
愛媛県伊予郡砥部町総津
３９８番地 平成２１年１月３１日

３８６３５９１０８１ 株式会社アイ・ティーフ
ードサービス

広島県広島市中区中町７
番１６号 訪問看護 訪問看護ステーション花

みかん
愛媛県伊予郡松前町昌農
内６１３－４ 平成２１年２月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅介護支援事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０１１０１７５ 医療法人中田胃腸科放射
線科

愛媛県松山市南久米町５６
３ 居宅介護支援 中田胃腸科放射線科 愛媛県松山市南久米町５６

３ 平成２１年１月３１日

３８７０２０１５００ ＮＰＯ法人ケア・サポー
ト

愛媛県今治市吉海町臥間
４６番地２ 居宅介護支援 ケア・サポート 愛媛県今治市近見町一丁

目７番５０号 平成２１年２月１日

３８７０１０２０９６ 有限会社さんわ 愛媛県松山市高山町５番
８号 居宅介護支援 有限会社さんわ 愛媛県松山市高山町５番

８号 平成２１年２月６日

愛 媛 県 報平成２１年３月２３日 第２０４９号
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�愛媛県告示第３７６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５の規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス

事業を廃止した旨の届出があった。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３７７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

伊予鉄ターミナルビル 松山市湊町五丁目１
番地１ 駐車場の位置及び収容台数 １，８７２台 １，８３６台 平成２１年

１１月３０日
平成２１年
３月１０日

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 １８箇所 １７箇所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第３７８号
飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和２８年法律第３５号。以下「法」という。）第５６条第１項及び第２項の規定により平

成２１年２月に収去した飼料の試験結果の概要は、次のとおりである。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

２ 栄養成分に関する検査

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定介護予防サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８６３５９１０８１ 株式会社アイ・ティーフ
ードサービス

広島県広島市中区中町７
番１６号 介護予防訪問看護 訪問看護ステーション花

みかん
愛媛県伊予郡松前町昌農
内６１３－４ 平成２１年２月１日

製造事業場等の

名称及び所在地
収去場所 飼料の名称

製造

（輸入）

年月

試 験 結 果 の 概 要
違
反
の
内
容

粗た
ん白
質

粗脂
肪

カル
シウ
ム

りん 粗繊
維

粗灰
分

揮発
性塩
基性
窒素

水溶
性窒
素

ペプ
シン
消化
率

可消
化養
分総
量

代謝
エネ
ルギ
ー

その
他の
検査

日和産業株式会社
坂出工場
香川県坂出市昭和
町２丁目１番２２号

村上産業株式会社
空港通倉庫
愛媛県松山市空港
通７丁目１２－２１

ニチワ印成鶏飼
育用配合飼料ニ
ュースター

２１

・

１

１７．９ ４．６ ４．１８ ０．４９ ２．１ １３．９ － － － － － －

愛 媛 県 報平成２１年３月２３日 第２０４９号
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�愛媛県告示第３７９号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除に係る保安林の所在場所

八幡浜市五反田２番耕地４５４の２、２番耕地４５４の３、２番耕

地４５５の１、２番耕地４５６の２、２番耕地４５７の３、３番耕地１

９６の５、３番耕地２０１の２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

農道用地とするため

�������
�愛媛県告示第３８０号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条

の２第１項の規定により告示する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

今治市玉川町龍岡上字タニノクチ道下丙２４３、丙２４４、丙２４７、

丙２５１から丙２５５まで、字今ヶ成丙２６２、字ヒロセ丙２５９の１、

丙２６３、丙２６４、丙２６６、丙２６７、丙２７５から丙２７７まで、丙２

７９、丙２８２から丙２８５まで、字藤ヶ峰丁２１０、字中ノ村丁２８４、

丁２８５の１、丁２８５の２、丁２８６の１、丁２８６の２、丁２８７、丁

２８８の１から丁２８８の６まで、丁２８９の１、丁２８９の２、丁２９０

の１、丁２９０の２、丁２９１、丁２９２、丁２９４、丁２９７の１、丁２

９７の３、丁２９７の４、丁２９８、字岩門丁４２６の１、丁４２６の５、

丁４２６の８、丁４２６の１２から丁４２６の１５まで、丁４２６の１７、丁４

２６の１８、丁４２７の１から丁４２７の３まで、丁４２７の７、丁４２７の

９から丁４２７の１１まで、丁４２７の１９、丁４２７の２３、丁４２７の２６、

丁４２７の２７、丁４２８の１、丁４２８の２、丁４３０、丁４３１、丁４３２

の１から丁４３２の１０まで、丁４３２の１３、丁４３２の１６から丁４３２の

２０まで、丁４３３の１から丁４３３の４まで、丁４３３の９、丁４３３の

１１、丁４３３の１３から丁４３３の１８まで、丁４３３の２０から丁４３３の２２

まで、字ヤゲン谷丁４３５の２、丁４３５の４、丁４３５の１０から丁４

３５の１７まで、丁４３５の１９、丁４３５の２０、丁４３５の２４、丁４３５の２５、

丁４３５の３０、丁４３５の３１、字大平谷丁４３６の２、丁４３６の６、丁

４３６の８、字ウシガ谷丁４３８の１、丁４３８の２、丁４３８の４から

丁４３８の１２まで、丁４３８の１９、丁４３８の２０、字イノコ谷丁４３９の

１から丁４３９の４まで、丁４３９の１０、丁４３９の１６、字小谷丁４４０

の１から丁４４０の３まで、字フキヶ谷丁４４１の１から丁４４１の１０

まで、丁４４１の１２、丁４４１の１５、丁４４１の１８、丁４４１の１９、丁４

４１の２３から丁４４１の２６まで、字馬場丁４４２の１から丁４４２の３ま

で、丁４４２の５、丁４４２の７、丁４４２の１９、字ウトウ谷丁４４３の

１から丁４４３の３まで、丁４４３の９から丁４４３の１３まで、丁４４４

の２、丁４４４の４、丁４４４の５、丁４４４の７、丁４４４の８、丁４

４４の１２、丁４４４の１３、丁４４４の１５から丁４４４の１８まで、字高橋谷

丁４４５の１、丁４４５の２、丁４４５の４、丁４４５の５、丁４４５の９

から丁４４５の１６まで、丁４４５の１９、丁４４５の２６、字島ヶ谷丁４４６

日本農産工業株式
会社水島工場
岡山県倉敷市児島
塩生２７６７番地の３２

遠山商店株式会社
愛媛県今治市中日
吉町３丁目４－１２

日配成鶏飼育用
配合飼料ヴィク
トリーＳ１７

２０

・

１２

１７．１ ４．４ ３．９４ ０．５０ ２．３ １２．８ － － － － － －

ＪＡ西日本くみあ
い飼料株式会社宇
和島工場
愛媛県宇和島市坂
下津字向山３８１番
地

同左
くみあい配合飼
料ニュー肉種鶏
成鶏

２１

・

１

１９．６ ３．７ ３．８１ ０．６９ ２．７ １０．０ － － － － － －

ＪＡ西日本くみあ
い飼料株式会社宇
和島工場
愛媛県宇和島市坂
下津字向山３８１番
地

同左 くみあい配合飼
料日野出ＢＥＸ

２１

・

１

１９．０ ３．４ ０．６５ ０．５７ ２．７ ４．４ － － － － － －

西日本飼料株式会
社
岡山県倉敷市水島
海岸通３丁目６番
地３

愛媛県酪農業協同
組合連合会南予指
導事務所
愛媛県大洲市若宮
１４３０の１

ファイティング
７３Ｎ

２１

・

１

１７．２ ２．７ １．１３ ０．５７ ４．５ ５．８ － － － － － －

西日本飼料株式会
社
岡山県倉敷市水島
海岸通３丁目６番
地３

愛媛県酪農業協同
組合連合会南予指
導事務所
愛媛県大洲市若宮
１４３０の１

アイラブミック
スＮ

２１

・

１

１６．６ ２．３ ０．８１ ０．３２ １３．６ ７．１ － － － － － －

注１ 飼料の名称の欄中「○規」は、法第２７条第１項又は第２９条第２項若しくは第３０条第２項の規格適合表示飼料であることを示す。

２ 試験結果の概要の欄は、個別検査項目別に分析結果を示す。

３ 違反の内容の欄は、表示成分量に対して過不足があった場合の当該過不足の量等を示す。

愛 媛 県 報平成２１年３月２３日 第２０４９号
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の１、丁４４６の３、丁４４６の７、丁４４６の１２、丁４４６の１３、丁４

４６の１５、丁４６６の１６、丁４４６の２０、丁４４６の２１、丁４４６の２６から

丁４４６の２９まで、丁４４６の３１から丁４４６の３４まで、丁４４６の３７、

丁４４７の１、丁４４７の２、丁４４７の１２、丁４４７の１６から丁４４７の

２０まで、字下谷丁４５４の８、丁４５４の１５、丁４５４の１６、丁４５４の

１８から丁４５４の２１まで、丁４５４の２３、丁４５４の３１

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び今治

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第３８１号
河川区域の廃止により廃川敷地等が生じたので、河川法施行令

（昭和４０年政令第１４号）第４９条の規定により、次のとおり公示する。

その関係図面は、愛媛県庁及び愛媛県東予地方局四国中央土木事

務所に備え置いて縦覧に供する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 河川の名称

二級河川金生川水系金生川

２ 廃川敷地等が生じた年月日

平成２１年３月２３日

３ 廃川敷地等の位置

四国中央市金生町山田井字二天６６番地先から同市金生町下分向

山乙１８番７地先の公有地地先まで

４ 廃川敷地等の種類及び数量

土地（河川管理施設を含む。） ８，５６０．５８平方メートル

�������
�愛媛県告示第３８２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、今治広域都市計画下水道事業大西町公共下水道（今治市施行）

の事業計画の変更を次のように認可した。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

平成１４年７月１６日から

平成２７年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

ア 追加する部分

なし

イ 削除する部分

愛媛県今治市大西町大字新町地内

� 使用の部分

変更なし

�������
�愛媛県告示第３８３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定に基づ

き、松山広域都市計画道路事業３・４・３０北久米和泉線（松山市施

行）の事業計画の変更を次のように認可した。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

平成１６年７月９日から

平成２４年３月３１日まで

２ 事業地

� 収用の部分

変更なし

� 使用の部分

なし

�愛媛県告示第３８４号
都市計画区域のうち用途地域の指定のない区域内の建築物の容積率等の指定（平成１６年４月愛媛県告示第７７７号）の一部を次のように改

正し、平成２１年４月１日から施行する。

その関係図書は、愛媛県庁、各地方局建設部、各地方局土木事務所及び関係市町において公衆の縦覧に供する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

容積率

の限度

（法第

５２条第

１項第

建ぺい

率の限

度（法

第５３条

第１項

建 築 物 の 各 部

分 の 高 さ の 限

度

容積率

の限度

（法第

５２条第

１項第

建ぺい

率の限

度（法

第５３条

第１項

建 築 物 の 各 部

分 の 高 さ の 限

度

隣地斜

線制限

道路斜

線制限

隣地斜

線制限

道路斜

線制限

愛 媛 県 報平成２１年３月２３日 第２０４９号

２４８
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�愛媛県告示第３８５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定

により、今治市から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の

届出があった。

平成２１年３月２３日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

区 域

６号の

規定に

より定

める数

値）

第６号

の規定

により

定める

数値）

（法第

５６条第

１項第

２号ニ

の規定

により

定める

数値）

（法別

表第３

（に）

欄５の

項の規

定によ

り定め

る数値）

区 域

６号の

規定に

より定

める数

値）

第６号

の規定

により

定める

数値）

（法第

５６条第

１項第

２号ニ

の規定

により

定める

数値）

（法別

表第３

（に）

欄５の

項の規

定によ

り定め

る数値）

１ 都市計画法（昭和４３

年法律第１００号）第５条

第１項の規定により定

められた都市計画区域

のうち用途地域の指定

のない区域（松山市、

今治市、新居浜市及び

西条市の区域並びに２

の項から４の項までに

掲げる区域を除く。）

省略 １ 都市計画法（昭和４３

年法律第１００号）第５条

第１項の規定により定

められた都市計画区域

のうち用途地域の指定

のない区域（松山市、

今治市及び新居浜市

の区域並びに２

の項から４の項までに

掲げる区域を除く。）

省略

２

大洲市長浜町下須戒

の一部

省略 ２ 東予広域都市計画区

域のうち用途地域の指

定のない区域（新居浜

市の区域を除く。）及

び大洲市長浜町下須戒

の一部

省略

３・４ 省略 ３・４ 省略

�愛媛県告示第３８６号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３８７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 山口地区 平成２１年３月１０日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１８）第８１３６号 平成１９年
２月２６日 �岡部電気商会 鴻上 正孝 新居浜市垣生４－１２－４ 平成２１年

２月４日
電気工事業
消防施設工事業 建設業の廃止

（般－１９）第１６１０８号 平成１９年
５月１７日 春夏秋冬シーズン 越智 敦 新居浜市土橋２－１７－７ 平成２１年

２月１６日 建築工事業 建設業の廃止
（法人成り）

（特－１６）第１８８４号 平成１６年
９月１０日 越智建設� 越智 健二 今治市吉海町仁江２７ 平成２１年

２月１８日
土木工事業
水道施設工事業 建設業の廃止

（特－１５）第５６７５号 平成１６年
３月１９日 �小笠原建設 菅 伸六 今治市大三島町宗方５０７ 平成２１年

２月２７日

石工事業
鋼構造物工事業
ほ装工事業
しゅんせつ工事業
塗装工事業

建設業の廃止
（一部）

愛 媛 県 報平成２１年３月２３日 第２０４９号

２４９
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その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３８９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３９０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市新宮町上山６８２番から

同町上山６３８番３まで

旧 ９．０～１３．０ ０．０４３

新 １１．０～１６．０ ０．０４１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市新宮町上山６８２番から

同町上山６３８番３まで
平成２１年３月２３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市新宮町上山６３４番２から

同町上山６３３番３まで

旧 ６．０～７．０ ０．０３０

新 １１．０～１２．０ ０．０３０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市新宮町上山６３４番２から

同町上山６３３番３まで
平成２１年３月２３日

愛 媛 県 報平成２１年３月２３日 第２０４９号

２５０
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�愛媛県告示第３９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように決定する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大三島環状線

今治市大三島町宗方３７５１番地先から

同町宗方３４８０番地先まで
旧 ５．５～２７．０ ０．２８２

今治市大三島町宗方３７５１番地先から

同町宗方３４８０番まで
新 １１．０～３１．３ ０．２６７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大三島環状線
今治市大三島町宗方３７５１番地先から

同町宗方３４８０番まで
平成２１年３月２３日

道路の種類 路 線 名 区 間 敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山川内自転車道線
東温市田窪字井口１番２３地先から

同市見奈良字柳原４４番１まで
４．０～１０．３ ０．５９８

〃 〃
東温市見奈良字柳原４２番２から

同市見奈良字柚壽之木１０８４番３地先まで
４．０～８．５ ０．１３７

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島城辺線
宇和島市津島町下畑地上ノ谷乙５７６番から

同町下畑地上ノ谷乙５４３番地先まで

旧 ３．５～６２．３ ０．７８５

新 ５．３～６２．３
３．５～６２．３

０．７５０
０．７８５

愛 媛 県 報平成２１年３月２３日 第２０４９号

２５１
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公安委員会規則

�愛媛県告示第３９６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第３９７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年３月２３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県公安委員会規則第３号
愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年３月２３日

愛媛県公安委員会委員長 木 綱 俊 三

愛媛県道路交通規則の一部を改正する規則

愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第９条の２関係） 別表第２（第９条の２関係）

番号 路線名 区間 番号 路線名 区間

１～８の

２ 省略

１～８の

２ 省略

８の３ 一般国道１１号（川

之江・三島バイパ

ス）

四国中央市中曽根町字生吉１７１１

番１から同市中之庄町字汐汲道

８１番１まで

９～１２２

省略

９～１２２

省略

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和島城辺線
宇和島市津島町下畑地上ノ谷乙５７６番から

同町下畑地上ノ谷乙５４３番地先まで
平成２１年３月２３日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 西谷吉田線
宇和島市吉田町立間字木ノ下１番耕地１９６０番、１９６１番合併
地先から

同町立間字木ノ下１番耕地１９６４番１地先まで

旧 ４．１～１０．８ ０．１０７

新 ４．５～１５．０ ０．１０７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 西谷吉田線
宇和島市吉田町立間字木ノ下１番耕地１９６０番、１９６１番合併地先から

同町立間字木ノ下１番耕地１９６４番１地先まで
平成２１年３月２３日
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選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成２１年３月２３日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 西 � 健

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，２０４，２６７

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２４，０８６

� ４０万を超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１

を乗じて得た数とを合算して得た数 ２６７，３７８

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

附 則

この規則は、平成２１年４月１日から施行する。

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４４，１７９ １４，７２７

南 宇 和 郡 ２２，１０６ ７，３６９

松山市・上浮穴郡 ４２６，８２７ １３７，８０５

今 治 市 ・ 越 智 郡 １５０，５９６ ５０，１９９

宇和島市・北宇和郡 ８７，６２２ ２９，２０８

八幡浜市・西宇和郡 ４３，９１２ １４，６３８

新 居 浜 市 １０３，０７８ ３４，３６０

西 条 市 ９３，８５９ ３１，２８７

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５６，９００ １８，９６７

伊 予 市 ３２，７７５ １０，９２５

四 国 中 央 市 ７６，６５２ ２５，５５１

西 予 市 ３７，４０９ １２，４７０

東 温 市 ２８，３５２ ９，４５１

平成２１年３月２３日 発行
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